（別紙様式１－１  施設認定申請書様式）
    年    月    日

　　　　輸出・国際局長　殿


〇〇厚生局長
都道府県知事
保健所設置市長

　　　　特別区長

申請者 住所
氏名
            　　　　　
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として認定を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

1． 施設の名称及び所在地（和文及び英文）

＊法人にあっては、法人番号も記載する。
2． ＨＡＣＣＰ担当責任者等
3． 添付書類
(1)  施設の構造・設備に関する資料
1  施設配置図
2  施設平面図
3  施設立面図
4  給水・給湯系統図
（系統図にあっては、各末端蛇口に番号をつけておくこと）
5  排水系統図
6  汚水処理設備の概要
7  冷蔵・冷凍庫の概要
8  製造･加工に使用するその他の設備・機械等の仕様書
(2) 製品に関する資料（ウは国内産の原材料を用いる場合のみ記入）
1  輸出しようとする品目（和文及び英文）
2  原材料魚介類名及びその仕入先（国内産と輸入品の区別等）

3  原材料を取り扱う養殖場、漁船、冷凍漁獲物運搬船、陸揚げ地、産地市場、消費地市場及び認定施設（保管のみを行う施設）のリスト（認定番号を含む）
4  製品を取り扱う認定施設のリスト（認定番号を含む）
5  製造工程フロー図
6  製品の形態
7  年間の輸出予定量
(3) 自主検査体制に関する資料
(4) 衛生管理等に関する資料
1  廃水処理管理の概要
2  廃棄物処理管理の概要
3  消毒剤等管理リスト
4  作業衣類等の管理体制
(5) 従事者の健康診断実施体制（項目及び頻度）に関する資料
(6) 食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類、有効期限及び過去における処分事例に関する資料
(7) ＨＡＣＣＰに関する資料
1  標準作業手順書
2  危害要因分析（ＨＡ）に関する資料
3  重要管理点（ＣＣＰ）決定に関する資料
4  記録に関する資料
(8)米国向け輸出水産食品取扱認定施設に関する資料（本要綱４－１．（１）イの（イ）に該当する申請に限る。）

ア　本申請で申請する品目と同一である、別紙ＵＳ-Ｓ１「アメリカ合衆国向け輸出水産食品の取扱要綱」又は別紙ＵＳ-Ｓ２「アメリカ合衆国向け輸出水産食品の取扱要綱（登録認定機関）」に基づき認定を受けた輸出品目の製品説明書、製造工程フロー図、製造工程における製品等の移動の経路を示す図面、危害要因分析結果表、ＨＡＣＣＰプランを変更した場合にはその内容に関する資料

イ　別紙ＵＳ-Ｓ１に基づく指名食品衛生監視員による施設の監視又は別紙ＵＳ-Ｓ２に基づく登録認定機関による定期的な確認における指摘事項を踏まえて対応を行った改善記録等
（別紙様式１－２　施設認定申請書様式（冷凍船））

    年    月    日


都道府県知事　殿

申請者 住所

氏名
        　
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書

冷凍船についてＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として認定を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、認定後に施設の認定番号、名称及び所在地等を公表することを了承します。

記

1． 所有者名（和文及び英文を併記すること）

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

2． ＨＡＣＣＰ担当責任者等

3． 所有者住所及び電話番号（住所は和文及び英文を併記すること）

4． 船名（和文及び英文を併記すること）

5． 漁船登録番号

6． ＩＭＯ番号
7． 漁業種類

8． 漁獲物（冷凍漁獲物運搬船の場合は、運搬する漁獲物）

ア　製品形態

イ　冷凍漁獲物運搬船の場合、漁獲物を生産する養殖場、漁船のリスト（認定番号を含む）

ウ　年間の漁獲量（冷凍漁獲物運搬船の場合、取扱い数量）

9． 漁獲海域（冷凍漁獲物運搬船の場合は、運搬する漁獲物の漁獲海域）

10． 陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入）

11． 添付書類

（1） 工程フロー図（漁獲から（冷凍漁獲物運搬船の場合、受入から）陸揚げまで）

（2） 船体一般配置図（水産物作業場所、水産物保管場所、作業器具の保管場所、毒性物質の保管場所、温度計の設置位置（感知器・記録計）、トイレと手洗い設備、洗浄水の取込み経路、給水系統、排水系統を色分けして記入）

（3） 許可証の写し（５．の漁業種類で許可を受けている場合）

（4） 船舶国籍証書の写し
（5） 国際トン数証書の写し
（６）冷却・冷凍（凍結・保管）設備に関する資料

（７）自主検査体制に関する資料

（８）廃棄物処理管理の概要

（９）従事者の健康診断実施体制（項目及び頻度）に関する資料

（10）ＨＡＣＣＰに関する資料

ア　標準作業手順書

イ　危害要因分析（ＨＡ）に関する資料

ウ　重要管理点（ＣＣＰ）決定に関する資料

エ　記録に関する資料

（別紙様式２  施設認定スクリーニング結果通知様式）

   年    月    日
殿
スクリーニング機関長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定に係るスクリーニング結果通知
下記施設について、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定に係るスクリーニング結果を通知します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設の名称及び所在地
３．食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類
４．輸出品目
５．添付書類

　　・スクリーニング結果、指摘事項及びチェックリスト

（別紙様式３　施設認定スクリーニング結果報告書様式）
      年    月    日
輸出・国際局長   殿
スクリーニング機関長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定に係るスクリーニング結果について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設としての認定に係るスクリーニング結果を関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）（和文及び英文）
2． 施設の名称及び所在地（和文及び英文）
3． 調査を実施した担当者名
4． 添付書類
(1)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定スクリーニング結果通知（写し）
(2)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定スクリーニング申請書（写し）
(3)  スクリーニング結果及びチェックリスト（写し）
(4)  輸出品目（和文及び英文）
（別紙様式４  施設認定確認審査申請書様式）
    年    月    日


輸出・国際局長　殿

申請者 住所
氏名
            　　　　　
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設確認審査申請書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として認定を受けるにあたってのスクリーニングを受け、その指摘事項を踏まえて対応を行いましたので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

1． 施設の名称及び所在地（和文及び英文）

＊法人にあっては、法人番号も記載する。
2． ＨＡＣＣＰ担当責任者等
3． 添付書類
(1)  施設の構造・設備に関する資料
1  施設配置図
2  施設平面図
3  施設立面図
4  給水・給湯系統図
（系統図にあっては、各末端蛇口に番号をつけておくこと）
5  排水系統図
6  汚水処理設備の概要
7  冷蔵・冷凍庫の概要
8  製造･加工に使用するその他の設備・機械等の仕様書
(2) 製品に関する資料（ウは国内産の原材料を用いる場合のみ記入）
1  輸出しようとする品目（和文及び英文）
2  原材料魚介類名及びその仕入先（国内産と輸入品の区別等）

3  原材料を取り扱う養殖場、漁船、冷凍漁獲物運搬船、陸揚げ地、産地市場、消費地市場及び認定施設（保管のみを行う施設）のリスト（認定番号を含む）
4  製品を取り扱う認定施設のリスト（認定番号を含む）
5  製造工程フロー図
6  製品の形態
7  年間の輸出予定量
(3) 自主検査体制に関する資料
(4) 衛生管理等に関する資料
1  廃水処理管理の概要
2  廃棄物処理管理の概要
3  消毒剤等管理リスト
4  作業衣類等の管理体制
(5) 従事者の健康診断実施体制（項目及び頻度）に関する資料
(6) 食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類、有効期限及び過去における処分事例に関する資料
(7) ＨＡＣＣＰに関する資料
1  標準作業手順書
2  危害要因分析（ＨＡ）に関する資料
3  重要管理点（ＣＣＰ）決定に関する資料
4  記録に関する資料
（8）スクリーニングにおける指摘事項等に対する対応状況に関する資料
（別紙様式５－１  認定書様式）
番　　　　　号

   年    月    日
殿
輸出・国際局長
〇〇厚生局長
都道府県知事
保健所設置市長
特別区長　
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書
下記施設については、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設の名称及び所在地
3． 認定番号
4． 食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類
5． 輸出品目
（別紙様式５－２  認定書様式（冷凍船））

番　　　　　号

   年    月    日

殿

都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書

下記の３．の冷凍船については、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所

3． 施設の名称及び所在地（船名を記入）

4． 認定番号

5． 漁業種類（冷凍漁獲物運搬船は漁獲物を記載。）

6． 陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入。）

＊２、３に関しては和文及び英文を併記する。
（別紙様式６－１  変更承認申請書様式）
                                                          年 　 月  　日
　　輸出・国際局長　殿
〇〇厚生局長
都道府県知事
保健所設置市長
　　特別区長

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として変更の承認を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
1． 施設の名称、所在地及び認定番号
2． 添付書類
　変更しようとする内容（新旧対照表）
　　　　※施設の名称又は所在地の変更の場合は和文及び英文

（別紙様式６－２　変更承認申請書様式（冷凍船））

                                        　　　　　　   年 　 月  　日
　都道府県知事　殿

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書

ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として変更の承認を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）（和文及び英文）

2． 施設等の名称及び所在地（船名を記入）（和文及び英文）

3． 認定番号

４．添付書類

変更しようとする内容（新旧対照表）

※施設の名称又は所在地の変更の場合は和文及び英文 
（別紙様式６－３　変更報告書様式）

                                        　　　　　　   年 　 月  　日
　輸出・国際局長　殿

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更報告書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として申請した事項の変更について、下記のとおり関係書類を添えて報告します。
記
１．施設の名称、所在地及び認定番号
２．添付書類
　　変更しようとする内容（新旧対照表）
　　※施設の名称又は所在地の変更の場合は和文及び英文
（別紙様式７－１　変更承認書様式）
番　　　　　号

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　殿
　　
　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 輸出・国際局長
〇〇厚生局長
都道府県知事
保健所設置市長

特別区長

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認書
    年    月    日に申請のあったＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設の変更について承認します。
記
1． 施設の名称、所在地及び認定番号
2． 主な変更内容
（別紙様式７－２　変更承認書様式（冷凍船））
番　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　殿

　　

　

        　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認書

    年    月    日に申請のあったＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設の変更について承認します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所

3． 施設等の名称及び所在地（船名を記入）

4． 認定番号

5． 漁業種類（冷凍漁獲物運搬船は漁獲物を記載。）

6． 陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入。）

7． 主な変更内容

＊２、３に関しては和文及び英文を併記する。

（別紙様式８－１  衛生証明書発行申請書様式）
   年    月    日
　　輸出・国際局長 
　　〇〇農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　殿

　　都道府県知事

　　保健所設置市長
　　特別区長
申請者  住所
氏名
               

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品衛生証明書の発行申請書
下記施設で取り扱うＥＵ向け輸出水産食品に添付する衛生証明書の発行を申請します。
記
(1) 荷送人又は輸出者の名称、住所、郵便番号及び電話番号
(2) 荷受人又は輸入者の名称、住所、郵便番号及び電話番号（※１）
(3) ＥＵ域内における貨物の責任者の氏名、住所及び郵便番号（※２）
(4) 原産国及びＩＳＯ国名コード
(5) 生産海域コード（※３）
(6) 仕向国及びＩＳＯ国名コード
(7) 最終保管施設の名称、住所及び認定番号
(8) 仕向地の名称、住所及び認定番号（※４）
(9) 積込港、出港日及び輸送手段

(10) 通関を行う国境検査所（ＢＣＰ）

(11) 製品の名称及びＨＳコード

(12) 輸出数量

(13) 輸出重量（total gross及びnet weight）

(14) 保管方法（常温・冷蔵・冷凍）

(15) コンテナ番号及び封印番号

(16) 付属文書の種類（ＢＬ、ＡＷＢ等）及び番号
(17) 証明の種類（※５）
(18) 包装形態（※６）

(19) 魚種（学名）、天然・養殖の区分、製品の種類（活、冷蔵、冷凍、加工）、

内臓除去の有無、加工施設の認定番号及びＩＳＯ国名コード、製造日、バッチ番号（※７）
□　養殖魚介類を原料として使用している場合、2026年９月３日以降にＥＵ及びノルウェーにおいて通関される養殖魚介類及びこれを由来とする水産食品においては、別添１２の特定の抗菌剤の使用を禁止する規則（ＥＵ規則(EU) 2023/905）を遵守していることを確認し、チェックを入れること。

※１　ＥＵ加盟国内の荷受人又は輸入者の氏名、住所、郵便番号及び電話番号を記入すること（必須）。
製品がＥＵを経由し第三国に再輸出される場合、仕向地である第三国の荷受人又は輸入者の氏名、住所、郵便番号及び電話番号を記入すること（任意）。
※２　製品がＥＵを経由し第三国に再輸出される場合、ＥＵ域内での輸入申告を行う輸入者又はその代理人の氏名、住所及び郵便番号を記入すること（必須）。
その他の場合、ＥＵ域内での輸入申告を行う輸入者又はその代理人の氏名、住所及び郵便番号の記入は任意。
※３　製品が冷凍又は加工された二枚貝の場合、生産海域の番号を記入すること（必須）。
その他の場合、生産海域の番号の記入は不要。

※４　製品がＥＵを経由し第三国に再輸出される場合、製品を保管するＥＵ域内の保税地域の倉庫、税関の倉庫及び船会社の名称、住所及び認定番号を記入すること（必須）。
その他の場合、最終的な荷下ろしをする仕向地の施設の名称、住所及び認定番号を記入すること（任意）。

※５　製品が、船上で丸のまま-9℃から-18℃の塩水で凍結され、-9℃以下で維持された、缶詰製品の原料を目的とする魚類の場合「缶詰原料」と記入すること。EU域内で製品がさらに加工される場合「さらに加工」と記入すること。また、「さらに加工」とは「食用に供するため市場に出す前に行われる、解剖学的完全性に影響するあらゆる処置および手法であり、放血、頭・内臓の除去、スライス加工およびフィレ加工を含む疾病拡大のリスクをもたらす廃棄物または副産物が生成される行為」を指す。その他の場合「食用」と記入すること。
※６　UN/CEFACT (United Nations Centre for Trade Facilitation and Electronic Business：貿易円滑化と電子ビジネスのための国連センター）のRecommendation No.21（CODED REPRESENTATIONS OF PACKAGE TYPE NAMES USED IN INTERNATIONAL TRADE）（www.unece.org/uncefact/codelistrecs.html）に基づいた包装の分類を記載するとともに、小売り用の包装であるか否かを用いられる記載すること。
※７　英国向けは製造日は不要。

（各項目について、日本語及び英語の他、通関国及び仕向国の言語を併記すること。）
（別紙様式８－２  衛生証明書発行申請書様式（EU向け原材料））

   年    月    日

　　輸出・国際局長 
　　〇〇農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　殿

　　都道府県知事

　　保健所設置市長
　　特別区長

申請者  住所

氏名
               
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

ＥＵ向け輸出水産食品衛生証明書（ＥＵ向け原材料）の発行申請書

下記施設で取り扱う輸出水産食品に添付する衛生証明書の発行を申請します。

記

(1) 荷送人の名称、住所

(2) 荷受人の名称、住所

(3) 最終保管施設の名称、住所及び認定番号

(4) 積込港、出港日及び輸送手段

(5) 到着港

(6) 製品の名称及びＨＳコード

(7) 輸出数量

(8) 輸出重量（net weight）

(9) 保管方法（常温・冷蔵・冷凍）

(10) コンテナ番号等

(11) 包装形態

(12) 魚種（学名）、天然・養殖の区分、製品の種類（活、冷蔵、冷凍、加工）、

内臓除去の有無、加工施設の認定番号

□　養殖魚介類を原料として使用している場合、2026年９月３日以降にＥＵ及びノルウェーにおいて通関される養殖魚介類及びこれを由来とする水産食品においては、別添１２の特定の抗菌剤の使用を禁止する規則（ＥＵ規則(EU) 2023/905）を遵守していることを確認し、チェックを入れること。

（各項目について、日本語及び英語を併記すること。）

（別添）

HEALTH CERTIFICATE

Covering fish and fishery products intended for Re-export to EU

Reference Number of sanitary certificate:           


I. Details identifying the fishery products

	Description of goods


	Species

(scientific name):
	Treatment type


	Type of packaging
	Number of packages


	Net weight



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


Temperature required during storage and transport:

II. Provenance of the fishery products

Name, Address and the Approval number of establishment authorized for exports by the competent authority:

Name:

Address:

Approval No:

Name and address of consignor: 
Name:

Address:

III. Destination of the fishery products

The fishery products are to be dispatched from:           (Place of dispatch) to:           (Country and place of destination) 

by the following means of transport: 

Name of consignee and address at place of destination:
IV. Attestation


I, the undersigned, declare that I am aware of the relevant provisions of Regulations (EC) No 178/2002, (EC) No 852/2004, (EC) 853/2004, (EC) 2017/625, and certify that the fishery products described above were produced in accordance with these regulations

Done at                              (Place) on            (Date)

Official

Stamp　　　　                       　(Name, capacity and qualification)

                               (Signature of official inspector)

（別紙様式９　現地調査における指摘事項）

第　回定期監視時　指摘事項等及びその対応方針
（今回指摘事項等の対応方針）
（施設名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（前回）　　　年　　月　　日（第　回定期監視）

（今回）　　　年　　月　　日（第　回定期監視）

	No.
	指摘事項
	改善の方向性
	改善実施等予定
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（指摘事項）

　注１：取扱要領又はチェックリストの該当箇所を記入すること。

　注２：該当文書又は施設内の場所を記入すること。

（改善の方向性）

　注３：改善の方向性には、改善措置完了までの暫定対応を含め記入すること。

【定期監視実施者】
（署名日）　　年　　月　　日

（所属）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
【定期監視対象認定施設】

（署名日）　　年　　月　　日

（社名）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
【輸出・国際局担当者】
（署名日）　　年　　月　　日

（所属）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
（別紙様式１０　指摘事項に対する改善状況）

第　回定期監視時　指摘事項等及びその改善状況
（前回指摘事項等の改善状況）
（施設名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（前回）　　　年　　月　　日（第　回定期監視）

（今回）　　　年　　月　　日（第　回定期監視）

	No.
	指摘事項
	改善の方向性
	改善実施等予定
	改善状況等確認

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【定期監視実施者】
（署名日）　　年　　月　　日

（所属）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
【定期監視対象認定施設】

（署名日）　　年　　月　　日

（社名）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
【輸出・国際局担当者】
（署名日）　　年　　月　　日

（所属）　　　　　　　　　　
（役職）　　　　　　　　　　
（署名）　　　　　　　　　　
（別紙様式１１－１　認定事前確認書様式（冷凍船））

番　　　　　号

年　　月　　日

　輸出・国際局長　殿

　

都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定事前確認書

下記の３．の冷凍船については、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定してよろしいか事前に確認願います。

記

1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所
3． 施設の名称及び所在地（船名を記入）

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

4． 調査した冷凍船監視員名

5． 添付書類

(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書案

(2) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書(写し)

(3) 審査結果の概要及びチェックリスト(写し)

（別紙様式１１－２  認定事前確認書様式）
番　　　　　号
年　　月　　日
　○  ○  厚  生  局  長　殿
都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定事前確認書
下記施設については、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定してよろしいか事前に確認願います。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設の名称及び所在地

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。
3． 調査した指名食品衛生監視員名
4． 添付書類
(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書案
(2) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書(写し)

(3) 審査結果の概要及びチェックリスト(写し)

(4) 輸出品目
（別紙様式１２－１　認定事前確認結果様式（冷凍船））
番        号

    年   月   日

都道府県知事　殿

輸出・国際局長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の認定について

    年    月    日付け第    号により確認依頼のあった下記３．の冷凍船について確認したところ、当該施設がＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として要件を満たしていると認められるので、認定して差し支えありません。

記

１．  申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）                          

２．  所有者の氏名及び住所

３．　施設等の名称及び所在地（船名を記入） 

４．  漁業種類（冷凍漁獲物運搬船は漁獲物を記載。）

５．　陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入。）

（別紙様式１２－２　施設認定事前確認結果様式）
番          号
    年    月    日

都道府県知事
   
保健所設置市長
 殿

特別区長
○  ○  厚  生  局  長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の認定について
    年    月    日付け第    号により確認依頼のあった下記施設について審査したところ、当該施設がＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として要件を満たしていると認められるので、認定して差し支えありません。
記
１．  申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）   

２．  施設の名称及び所在地 （和文及び英文）   

３．  輸出品目（和文及び英文）
（別紙様式１３－１　施設認定報告書様式（冷凍船））
   番　　　　　号

年    月    日

輸出・国際局長   殿

　
都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の認定について

別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設としての認定の申請があり、内容を審査したところ適当と認められるので、申請のあった冷凍船については、下記のとおりＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定したことを報告します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設の名称及び所在地（船名を記入）（和文及び英文）

　　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

3． 認定番号

4． 調査を実施した冷凍船監視員名

5． 添付書類

(1)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書（写し）

(2)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書（写し）

(3)  審査結果の概要及びチェックリスト（写し）

（別紙様式１３－２　施設認定報告書様式）
  番　　　　　号
    年    月    日
○ ○ 厚 生 局 長   殿
都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の認定について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設としての認定の申請があり、内容を審査したところ適当と認められたので、下記施設をＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定したことを関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）（和文及び英文）
2． 施設の名称、所在地及び認定番号（和文及び英文）

　　＊法人にあっては、法人番号も記載する。
3． 調査を実施した指名食品衛生監視員名
4． 添付書類
(1)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書（写し）
(2)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書（写し）
(3)  審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
(4)  輸出品目（和文及び英文）
（別紙様式１３－３　施設認定報告書様式）
  番　　　　　号
    年    月    日
厚生労働省健康・生活衛生局長   殿
〇〇厚生局長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の認定について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設としての認定の申請があり、内容を審査したところ適当と認められたので、下記施設をＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として認定したことを関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）（和文及び英文）
2． 施設の名称、所在地及び認定番号（和文及び英文）

　　＊法人にあっては、法人番号も記載する。
3． 調査を実施した指名食品衛生監視員名又は輸出水産食品検査担当者名
4． 添付書類
(1)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書（写し）
(2)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定申請書（写し）
(3)  審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
(4)  輸出品目（和文及び英文）
（別紙様式１４－１　変更承認事前確認書様式）

番　　　　　号

年　　月　　日

　輸出・国際局長　殿

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認事前確認書

下記のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の変更について、承認してよろしいか事前に確認願います。

記

1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設等の名称及び所在地（船名を記入）

3． 認定番号

4． 添付書類

(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書（写し）

(2) 審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
（別紙様式１４－２　変更承認事前確認書様式）
番　　　　　号
年　　月　　日
　○  ○  厚  生  局  長　殿
　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　 都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認事前確認書
下記のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の変更について、承認してよろしいか事前に確認願います。
記
1． 施設の名称、所在地及び認定番号
2． 添付書類
(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書（写し）
(2) 審査結果の概要
（別紙様式１５－１　変更承認報告書様式）

番　　　　　号

年　　月　　日

　輸出・国際局長　殿

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認報告書

下記のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の変更について、承認したので報告します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設等の名称及び所在地（船名を記入）

3． 認定番号

4． 添付書類

(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認書（写し）
(2）ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書（写し）

(3) 審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
（別紙様式１５－２　変更承認報告書様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
　○  ○  厚  生  局  長　殿
　
　
　　　　　　　　　　　　　　　 都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認報告書
下記のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設の変更について、承認したので報告します。
記
1． 施設の名称、所在地及び認定番号
2． 添付書類
(1) ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更承認申請書（写し）
(2) 審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
（別紙様式１６－１　変更承認事前確認結果様式）

番　　　　　号

年　　月　　日

　都道府県知事　殿

輸出・国際局長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更の承認について

　　年　　月　　日付け第　　号により変更承認の事前確認のあった下記施設について審査したところ、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として要件を満たしていると認められるので、承認して差し支えありません。

記

1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設等の名称及び所在地（船名を記入）

3． 認定番号

4． 主な変更内容

（別紙様式１６－２　変更承認事前確認結果様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
　都道府県知事　　
　保健所設置市長    殿
　　特 別 区 長
○  ○  厚  生  局  長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設変更の承認について
　　年　　月　　日付け第　　号により変更承認の事前確認のあった下記施設について審査したところ、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設として要件を満たしていると認められるので、承認して差し支えありません。
記
1． 施設の名称、所在地及び認定番号
2． 主な変更内容
（別紙様式１７　冷凍船荷口確認依頼書様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

年　　月　　日

○○都道府県知事 殿

輸出・国際局規制対策グループ長 殿

□□都道府県知事

□□都道府県水産部局長

冷凍船荷口確認依頼書

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等として認定を受けている本県所属の○○丸に関しては、○○の理由により本年度、本県に帰港する予定はなく、貴県（又は○○県）の○○港へ入港する事が確定いたしました。つきましては、○○丸の荷口確認に関して、確認の依頼をお願いいたします。また、本船の入港予定日は、○○年○○月○○日です。

別添

１． ○○丸のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書（写し）

２． 漁船原簿謄本（写し）

３． 最新のチェックリスト（写し）

４． 荷口確認申請書類（写し）

５． その他（必要に応じて、参考となる認定申請関係書類）

（別紙様式１８－１　冷凍船荷口確認結果報告書様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

年　　月　　日

□□都道府県知事 殿

□□都道府県水産部局長殿

○○都道府県知事

輸出・国際局規制対策グループ長

冷凍船荷口確認結果報告書

年 月 日付け第　　　号により□□知事から依頼のあった荷口確認に関しては、下記のとおり終了したので、報告します。 

	認定番号
	船名
	荷口確認実施年月日
	荷口確認結果

	○○○
	○○○丸
	○○年○○月○○日
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注：（１）荷口確認結果は、適(A)、不適(R)で記入すること。

（２）現地調査の報告を別添で添付すること。
（別紙様式１８－２ 船長署名証明書報告様式）

　年    月    日
都道府県知事 殿

報告者　住所
　　　　氏名
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

船長署名証明書の報告について

年 月 日から　年 月 日までの間の船長署名証明書について下記のとおり報告します。

記
 認定冷凍船毎の発行件数、輸出品目（※）、輸出重量（kg）及び仕向国
※輸出品目として記載するのは、別添５の３に定めるワックスによる健康被害を起こすおそれのある魚種のみとする。

（別紙様式１９－１ 衛生証明書等発行件数報告様式）

　番
      号
年    月    日
輸出・国際局規制対策グループ長 殿

都道府県水産部局長
ＥＵ向け輸出水産食品の報告について

年 月 日から　年 月 日までの間に発行したＥＵ向け輸出水産食品の衛生証明書及び船長署名証明書について下記のとおり報告します。

記
　　　　【衛生証明書】
 (1) 総発行件数
(2) 認定冷凍船毎の発行件数、輸出品目、輸出重量（kg）及び仕向国

【船長署名証明書】

 (1) 総発行件数
(2) 認定冷凍船毎の発行件数、輸出品目（※）、輸出重量（kg）及び仕向国
　　　　 ※輸出品目として記載するのは、別添５の３に定めるワックスによる健康被害を起こすおそれのある魚種のみとする。

(別紙様式１９−２ 衛⽣証明書発⾏件数報告様式)

                                                                     　　　　　　 保健所名      
	○○年度証明書発行件数
	　　　　　　　  ０


英国、欧州連合、スイス及びノルウェー向け輸出水産食品  衛生証明書発行一覧
	衛⽣証明書番号
	発⾏年⽉⽇
	輸出者名
	最終加⼯施設名
	最終加⼯施設の認定番号
	最終保管施設名
	最終保管施設の認定番号
	重量（Kg）
	品名
	仕向国

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（別紙様式２０　監視依頼書様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
　○○都道府県知事     　殿

　輸出・国際局規制対策グループ長　殿

　
　
□□都道府県知事

□□都道府県水産部局長
冷凍船監視依頼書
　ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等として認定を受けている本県所属の○○丸に関しては、○○の理由により本年度、本県に帰港する予定はなく、貴県（又は○○県）の○○港へ入港する事が確定いたしました。つきましては、○○丸の監視に関して、監視依頼をお願いいたします。また、本船の入港予定日は、○○年○○月○○日です。
別添

1． ○○丸のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定書（写し）

2． 漁船原簿謄本（写し）

3． 最新のチェックリスト（写し）
4． その他（必要に応じて、参考となる認定申請関係書類）
（別紙様式２１　監視結果報告書様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

年　　月　　日

　□□都道府県知事     　殿

□□都道府県水産部局長　殿

　

　

○○都道府県知事

輸出・国際局規制対策グループ長

冷凍船監視結果報告書

　　　年　　月　　日付け第　　号により□□知事から依頼のあった監視に関しては、下記のとおり終了したので、報告します。

	認定番号
	ＥＵ向け輸出水産食品

取扱施設等の名称
	監視年月日
	監視結果

	○○○
	○○○丸
	○○年○○月○○日
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注：（１）監視結果は、適(A)、条件付き適(M)、不適(R)で記入すること。

　　（２）条件付き適及び不適の場合は、その内容を別添で添付すること。

別添

　チェックリスト

　現地調査報告書

　製品検査結果
（別紙様式２２－１　施設等監視結果報告書様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

年　　月　　日

輸出・国際局規制対策グループ長　殿

□□都道府県水産部局長

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設監視結果報告書

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設に対する監視結果を報告します。

記

	認定番号
	ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の名称
	監視年月日
	監視結果

	○○○
	○○○
	○年○月○日
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注：（１）監視結果は、適（A）、条件付き適（M）、不適（R）で記入すること。

　　（２）条件付き適及び不適の場合は、その内容を別添で添付すること。

　　

別添

チェックリスト

　現地調査報告書

製品検査結果

（別紙様式２２－２　施設等監視結果報告書様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
輸出・国際局規制対策グループ長

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 都道府県水産部局長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等監視結果報告書
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等に対する○○年度の監視結果を報告致します。
記

	番号
	ＥＵ向け輸出水産食品

取扱施設等の名称
	監視年月日
	監視結果

	○○○
	○○○
	○○年○○月○○日
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注：（１）監視結果は、適、条件付き適、不適で記入すること。

　　（２）条件付き適及び不適の場合は、その内容を別添で添付すること。

　　

別添

チェックリスト

（別紙様式２３　冷凍船帰港予定日報告書様式）

◯◯年◯◯月◯◯日

都道府県知事　殿

申請者　住所　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　
　　　（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

冷凍船帰港予定日報告書

　冷凍船の認定を受けた○○丸の日本への入港予定日に関して、下記のとおり報告致します。

記

1． 漁船名（認定番号及び船名）

2． 入港予定日

3． 入港予定港（都道府県名及び港名）

（別紙様式２４　冷凍船運航計画報告書様式）

○○年○○月○○日

○○都道府県知事　殿

申請者　　住所　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

冷凍船運航計画報告書

　○○年４月から○○年３月における、冷凍船の認定を受けた○○丸の運航計画に関して、下記のとおり報告致します。

　また、本船の日本への帰港予定日は○○年○○月です。

記

1． 漁船名（認定番号及び船名）

2． 運航計画

	
	運　航　計　画


	入　港　予　定

（入港予定港及び入港時期）

	○○年

４～６月
	
	

	７～９月
	
	

	10～12月
	
	

	○○年

１～３月
	
	


（別紙様式２５　現地調査における指摘事項）

現地調査における指摘事項

（施設名）

（調査日）

	１．取扱要領又はチェックリストの該当箇所
	

	２．該当文書又は施設内の場所
	

	３．不適格事項の詳細


	

	４．改善指導の内容
	


【定期監視実施者記入欄】

（署名日）

（所属）

（役職）

（署名）

※表中１～４に記入した上で、記入すること。

【現地調査対象認定施設担当者記入欄】

（署名日）

（社名）

（役職）

（署名）

※表中１～４の記載内容を確認した上で、記入すること。

（別紙様式２６　指摘事項に対する改善状況）

指摘事項に対する改善状況

（施設名）

（調査日）

	１．改善指導の内容
	

	２．改善計画
	

	３．改善措置完了期限
	

	４．改善措置完了までの暫定対応
	

	５．改善措置等対応状況
	


【現地調査対象認定施設担当者記入欄】

（署名日）

（社名）

（役職）

（署名）

※表中１～４に記入した上で、記入すること。

【改善計画等確認者記入欄】

（署名日）

（所属）

（役職・氏名）

（署名）

※表中１～４の記載内容を確認した上で、記入すること。

【定期監視実施者記入欄】

（署名日）

（所属）

（役職）

（署名）

※表中１～４の対応状況を確認、５に記入した上で、記入すること。

（別紙様式２７  市場等施設認定申請書様式）
   年    月    日


都道府県知事
   
保健所設置市長
殿

特別区長
    　　輸出・国際局長

申請者 住所
氏名
            　　　　　
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設（市場）認定申請書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として認定を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
1． 施設の名称及び所在地

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。
2． ＨＡＣＣＰ担当責任者等

3． 関連認定施設の名称、所在地及び認定番号
4． 輸出しようとする水産物
5． 添付書類
（１）施設の構造・設備に関する資料
ア　施設配置図
イ　施設平面図
ウ　施設立面図
エ　給水・給湯系統図
（系統図にあっては、各末端蛇口に番号をつけておくこと）
オ　排水系統図
カ　汚水処理設備の概要
キ　冷蔵・冷凍庫の概要
ク　製造･加工に使用するその他の設備・機械等の仕様書
（2） 自主検査体制に関する資料
（3） 衛生管理等に関する資料
ア　廃水処理管理の概要
イ　廃棄物処理管理の概要
ウ　消毒剤等管理リスト
エ　作業衣類等の管理体制
（４）　従事者の健康診断実施（項目及び頻度）体制に関する資料
（5） 食品衛生法に基づく営業許可の種類、有効期限及び過去における処分事例に関する資料
（6） ＨＡＣＣＰに関する資料
ア　標準作業手順書
イ　危害要因分析（ＨＡ）に関する資料
ウ　重要管理点（ＣＣＰ）決定に関する資料
エ　記録に関する資料
　

（別紙様式２８　認定書様式）

番　　　　　号

    年    月    日

殿

輸出・国際局長、都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等認定書

下記について、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等として認定します。

記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所（生産漁船のみ記入）

3． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は船名）

4． 認定番号

5． 食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類（市場の場合は許可の種類及び輸出水産物、養殖場等の場合は輸出養殖水産物、生産漁船の場合は漁業種類）

6． 陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入）

＊２及び３に関してはＥＵ向け冷凍船の場合は和文及び英文を併記する。

（別紙様式２９　施設等認定報告書様式）
  番　　      号
  年    月    日
輸出・国際局長　殿
都道府県知事
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設等としての認定の申請があり、内容を審査したところ適当と認められたので、下記施設をＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等として認定したことを関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は船名）

　　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

3． 認定番号

4． 調査を実施した冷凍船監視員名（養殖場等及び生産漁船の場合は記入不要）

5． 添付書類
（1） ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等認定書（写し）
（2） ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等認定申請書（写し）
（3） 審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
（別紙様式３０ 養殖場認定申請書様式）
    年    月    日

都道府県知事　殿
申請者 住所
氏名   
            

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設（養殖場）認定申請書
ＥＵ輸出水産食品取扱施設（養殖場）として認定を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、認定後に施設の認定番号、名称及び所在地等を公表することを了承します。

記

1． 養殖場の名称

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

2． 漁業法（昭和24年法律第267号）に基づく免許番号

3． 養殖場の所在地

4． 養殖場管理責任者

5． 輸出しようとする養殖水産物

6． 添付書類

（１）養殖場配置図
（2） 養殖水産物に関する資料
ア　養殖魚介類名

イ　養殖を行う際に使用する漁船、陸揚げ地
（３）自主検査体制に関する資料
（４）養殖場管理等に関する資料
1  飼料給餌の方法
2  飼料管理の方法
3  動物用医薬品の管理方法、使用状況
（５）従事者の衛生管理体制に関する資料
（６）持続的養殖生産確保法に基づく漁場改善計画の策定状況
（別紙様式３１  生産漁船認定申請書様式）
    年    月    日

都道府県知事　殿
申請者 住所
氏名   
            

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設（生産漁船）認定申請書
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設（生産漁船）として認定を受けたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、認定後に施設の認定番号、名称及び所在地等を公表することを了承します。

記

1． 所有者名

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。

2． 所有者住所

3． 漁船名

4． 漁船登録番号

5． 漁業種類

6． 主な漁獲物 
7． 主な漁獲海域

8． 陸揚げ地（EU向け漁獲物の陸揚げ地が定まっている場合のみ記入）

9． 添付書類

（1） 船体一般配置図（水産物作業場所、水産物保管場所、作業器具の保管場所、廃棄物及び毒性物質の保管場所、洗浄水の取込み経路を色分けして記入）

（2） 漁船原簿の写し
（3） 漁業許可証の写し（５．の漁業種類で許可を受けている場合）
（4） 水産物取扱区画（デッキ、魚倉等）及び水産物に直接接触する機器や器具の写真
（5） 冷却設備に関する資料（水産物を24時間以上船内に保存する場合）
（6） 水産物の洗浄に使用する水及び水産物を冷却するために使用する氷に関する資料

（別紙様式３２  変更承認申請書様式）
                                                          年 　 月  　日
都道府県知事
保健所設置市長　 殿

　特別区長
輸出・国際局長
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　
　　　（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等変更承認申請書

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の変更承認を受けたく、下記のとおり、関係資料を添えて申請します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所（生産漁船のみ記入）

3． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は船名）

4． 認定番号

5． 添付書類
　　変更しようとする内容（新旧対照表）

· ２及び３に関してはＥＵ向け冷凍船の場合和文及び英文を併記する。

（別紙様式３３　変更承認書様式）
番　　　　　号

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　殿
　　
　
　　　　　　　　　　　　輸出・国際局長、都道府県知事、保健所設置市長又は特別区長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等変更承認書
    年    月    日に申請のあったＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の変更を承認したので通知します。
記

1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 所有者の氏名及び住所（生産漁船のみ記入）

3． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は漁船名）
4． 認定番号
５．食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類（市場の場合は許可の種類及び輸出水産物、養殖場等の場合は輸出養殖水産物、生産漁船の場合は漁業種類）
６．陸揚げ地（漁獲物を日本で陸揚げする場合のみ記入）

（別紙様式３４　施設等変更承認報告書様式）
  番
      号
年    月    日
輸出・国際局長　殿
都道府県知事
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の変更承認について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設等としての変更承認の申請があり、内容を審査したところ適当と認められたので、下記施設をＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等として変更承認したことを関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）

2． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は船名）

3． 認定番号（生産漁船の場合は漁船登録番号）

4． 添付書類
（1） ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等変更認定書（写し）
（2） ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等変更認定申請書（写し）
（3） 審査結果の概要及びチェックリスト（写し）
（別紙様式３５　認定取消願様式）

   年    月    日

　　都道府県知事
　 　輸出・国際局長　殿
　　　　
申請者 住所
氏名   
            

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定取消願

下記のＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定の取消しを願います。

記

1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設等の名称及び所在地（冷凍船及び生産漁船の場合は船名）

3． 認定番号

4． 理由

（別紙様式３６　認定取消通知様式）

番　　　　　号

    年    月    日
殿
輸出・国際局長、都道府県知事
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定取消通知書

○○年○○月○○日付けで提出のあったＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定取消願に基づき、下記ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定を本日付けで取り消したので通知します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設等の名称及び所在地（生産漁船の場合は船名）
3． 認定番号
4． 食品衛生法に基づく営業許可又は営業届出の種類（市場の場合は許可の種類及び輸出水産物、養殖場等の場合は輸出養殖水産物、生産漁船の場合は漁業種類）
（別紙様式３７　認定取消報告書様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日
　輸出・国際局長
　消費・安全局長　殿

　
　
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定の取消について
別添のとおり、ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定の取消を行ったので報告します。
別添

ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設認定取消通知書（写し）

　ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設等の認定取消願（写し）

（別紙様式３８－１　検体送付様式）

	検体送付票

	検体番号
	　

	検査項目
	　

	魚種名
	　

	漁獲場所
	　

	採取した認定施設名
	　

	認定番号
	　

	採取年月日
	　

	保存方法
	　

	送付年月日
	　

	都道府県名



	検体採取者氏名



（別紙様式３８－２　検体送付様式）

	検体送付票

	検体番号
	　

	検査項目
	　

	魚種名
	　

	漁獲場所
	　

	採取した冷凍船名
	　

	認定番号
	　

	採取年月日
	　

	保存方法
	　

	送付年月日
	　

	都道府県名



	サンプル採取者氏名

（冷凍船監視員又は輸出・国際局長が指名した者）


（別紙様式３８－３　検体送付様式）

	検体送付票

	検体番号
	　

	検査項目
	　

	魚種名
	　

	漁獲場所
	　

	採取した認定施設名
	　

	認定番号
	　

	採取年月日
	　

	保存方法
	　

	送付年月日
	　

	都道府県名



	指名食品衛生監視員氏名



（別紙様式３９－１　検体送付シール様式）

○○検査検体採取封印シール様式

	ＥＵ向け輸出水産食品

◯◯検査用検体

検体番号◯◯　採取年月日◯◯

検体採取者氏名　　　　　　　　　


（別紙様式３９－２　検体送付シール様式）

○○検査検体採取封印シール様式

	ＥＵ向け輸出水産食品

◯◯検査用検体

検体番号◯◯　採取年月日◯◯

サンプル採取者

（冷凍船監視員又は輸出・国際局長が指名した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（別紙様式３９－３　検体送付シール様式）

○○検査検体採取封印シール様式

	ＥＵ向け輸出水産食品

◯◯検査用検体

検体番号◯◯　採取年月日◯◯

指名食品衛生監視員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（別紙様式４０　食品輸出計画書）

年 　　月 　　日
都道府県
各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿
特別区
申請者
住所
氏名 　　　　　　　　　　　

電話番号
（法人にあっては、その所在地、名称及び代表者氏名）
食品輸出計画書
年度の食品の輸出計画を下記のとおり提出します。
記
１．担当者：
部署名：
担当者氏名：
電話番号：
Email アドレス：
２．輸出計画
	輸出年月日
	輸出国先・地域
	輸出品目
	数重量

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（別紙様式４１－１　生産海域の閉鎖等の通知様式）

番　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出・国際局長
　　　生産海域の閉鎖（又は最終サンプリング）及び製品等の取扱いについて

　○○知事より、別添のとおり○○生産海域の閉鎖が行われた（又は○○生産海域における最終サンプリングの検査結果が衛生基準を超えた）（又は○○生産海域における最終サンプリングが全サンプリング地点で行われなかった）旨の通知がありましたので、通知します。

　ついては、○○年○月○日から○月○日までの間に○○生産海域で採捕されたＥＵ向けに輸出する○○（種名）を原料とする仕掛品及び製品については、「英国、欧州連合、スイス及びノルウェー向け輸出水産食品の取扱要綱」に基づき取り扱うようお願いします。
（別紙様式４１－２　保留品に係る検体の採取の申請書様式）

年　　月　　日

　　　輸出・国際局長　殿

                                                   申請者　住所

氏名　　　　　　　　　

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

保留品に係る検体の採取の申請書

　下記の保留品に係る検体の採取を申請します。

記

１．認定施設の名称、所在地及び認定番号

２．保留品の情報（バッチごとに記入すること。）

　ア　採捕者の名称及び所在地

　イ　採捕年月日

　ウ　生産海域の名称又はコード番号

　エ　閉鎖の根拠となった検査項目（又は最終サンプリングの結果のうち衛生基準を超えた検査項目）（又は最終サンプリングが行われなかったサンプリング地点での検査項目）

　オ　保留品の種名及び数量

（別紙様式４１－３　保留品の検査結果報告書様式）

年　　月　　日

　　輸出・国際局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　申請者　住所

氏名　　　　　　　　　

（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）

保留品の検査結果報告書

　　　    年    月    日に検体の採取を申請した下記の保留品について、下記のとおり検査を行ったので、関係書類を添えて結果を報告します。

記

１．認定施設の名称、所在地及び認定番号

２．保留品の情報（バッチごとに記入すること。）

　ア　採捕者の名称及び所在地

　イ　採捕年月日

　ウ　生産海域の名称又はコード番号

　エ　閉鎖の根拠となった検査項目（又は最終サンプリングの結果のうち衛生基準を超えた検査項目）（又は最終サンプリングが行われなかったサンプリング地点での検査項目）

　オ　保留品の種名及び数量

３．輸出・国際局職員等による保留品の検体採取の年月日

４．検査機関

５．検査結果

　　別添のとおり（検査機関が発行する検査結果の写しを添付すること。）。

（別紙様式４１－４　保留品の衛生基準適合確認通知様式）

　

番　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出・国際局長
保留品の検査結果について

　　　    年    月    日に報告のあった下記の保留品の検査結果について、保留の根拠となった検査項目の衛生基準を満たしていることを確認しましたので、通知します。

記

１．認定施設の名称、所在地及び認定番号

２．保留品の情報（バッチごとに記入すること。）

ア　採捕者の名称及び所在地

イ　採捕年月日

ウ　生産海域の名称又はコード番号

エ　閉鎖の根拠となった検査項目（又は最終サンプリングの結果のうち衛生基準を超えた検査項目）（又は最終サンプリングが行われなかったサンプリング地点での検査項目）

オ　保留品の種名及び数量

（別紙様式４１－５　保留品の衛生基準不適合確認通知様式）

　

番　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出・国際局長
保留品の検査結果について（衛生基準不適合の確認）

　　　    年    月    日に報告のあった下記の保留品の検査結果について、保留の根拠となった検査項目の衛生基準を満たしていないことを確認しましたので、当該検査の検体と同一バッチの最終製品については衛生証明書の発行を行わないことを通知します。

記

１．認定施設の名称、所在地及び認定番号

２．保留品の情報（バッチごとに記入すること。）

　ア　採捕者の名称及び所在地

　イ　採捕年月日

　ウ　生産海域の名称又はコード番号

　エ　閉鎖の根拠となった検査項目（又は最終サンプリングの結果のうち衛生基準を超えた検査項目）（又は最終サンプリングが行われなかったサンプリング地点での検査項目）

　オ　保留品の種名及び数量
（別紙様式４２－１  市場等施設認定確認審査申請書様式）
   年    月    日

輸出・国際局長　殿

申請者 住所
氏名
            　　　　　
（法人にあってはその所在地、名称及び代表者の氏名）
ＥＵ向け輸出水産食品取扱施設（市場）確認審査申請書
ＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う施設として認定を受けるにあたってのスクリーニングを受け、その指摘事項を踏まえて対応を行いましたので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
1． 施設の名称及び所在地

　＊法人にあっては、法人番号も記載する。
2． ＨＡＣＣＰ担当責任者等

3． 関連認定施設の名称、所在地及び認定番号
4． 輸出しようとする水産物
5． 添付書類
（１）施設の構造・設備に関する資料
ア　施設配置図
イ　施設平面図
ウ　施設立面図
エ　給水・給湯系統図
（系統図にあっては、各末端蛇口に番号をつけておくこと）
オ　排水系統図
カ　汚水処理設備の概要
キ　冷蔵・冷凍庫の概要
ク　製造･加工に使用するその他の設備・機械等の仕様書
（2） 自主検査体制に関する資料
（3） 衛生管理等に関する資料
ア　廃水処理管理の概要
イ　廃棄物処理管理の概要
ウ　消毒剤等管理リスト
エ　作業衣類等の管理体制
（４）　従事者の健康診断実施（項目及び頻度）体制に関する資料
（5） 食品衛生法に基づく営業許可の種類、有効期限及び過去における処分事例に関する資料
（6） ＨＡＣＣＰに関する資料
ア　標準作業手順書
イ　危害要因分析（ＨＡ）に関する資料
ウ　重要管理点（ＣＣＰ）決定に関する資料
エ　記録に関する資料
（7） スクリーニングにおける指摘事項等に対する対応状況に関する資料
（別紙様式４２－２  施設認定スクリーニング結果通知様式）

   年    月    日
殿
スクリーニング機関長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱市場認定に係るスクリーニング結果通知
下記施設について、ＥＵ向け輸出水産食品取扱市場認定に係るスクリーニング結果を通知します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）
2． 施設の名称及び所在地
３．食品衛生法に基づく許可の種類
４．輸出水産物
５．添付書類

　　・スクリーニング結果、指摘事項及びチェックリスト

（別紙様式４２－３　施設認定スクリーニング結果報告書様式）
      年    月    日
輸出・国際局長   殿
スクリーニング機関長
ＥＵ向け輸出水産食品取扱市場認定に係るスクリーニング結果について
別添のとおりＥＵ向け輸出水産食品を取り扱う市場としての認定に係るスクリーニング結果を関係書類を添えて報告します。
記
1． 申請者の氏名及び住所（法人にあってはその名称及び所在地）（和文及び英文）
2． 施設の名称及び所在地（和文及び英文）
3． 調査を実施した担当者名
4． 添付書類
(1)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱市場認定スクリーニング結果通知（写し）
(2)  ＥＵ向け輸出水産食品取扱市場認定スクリーニング申請書（写し）
(3)  スクリーニング結果及びチェックリスト（写し）
(4)  輸出品目（和文及び英文）
Country of dispatch: Japan


Competent authority: Ministry of Agriculture, forestry and Fisheries


Certifying body: 









